（別紙様式１　ＦＣ小型トラック用）

補助対象事業の概要〔予定〕
	申請者
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	
	担当者連絡先
	

	貸与先
※リース契約の
場合のみ記入
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	補助対象車両に関する情報
	メーカー名／車名種類
	

	
	事業着手(予定)年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	事業完了(予定)年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	購入・リースの別
	購　入　・　リース

リース期間（　　年　　月から　　年　　月まで）

	
	用途
	乗用・貨物・乗合・その他（　　　　）


	
	使用の本拠地
	

	補助金に
関する情報
額
＋
⑥
	① 車両本体価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	② ６年間相当のメンテナンス費等を含む車両の導入に必要な経費
	円

	
	③ 導入車両と同規模・同等仕様のディーゼル車両を同条件で導入するのに必要な経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	④ 国補助金
	円

	
	⑤ 県補助額（交付上限12,500千円）
（②－③－④）×1/2
	円

	
	⑥ 補助額計（④＋⑤）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	⑦ 事業者負担額（②－⑥）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円



（注）この様式は補助を受けようとする車両ごとに１枚作成すること。
（別紙様式１　ＦＣ大型トラック用）

補助対象事業の概要〔予定〕
	申請者
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	
	担当者連絡先
	

	貸与先
※リース契約の
場合のみ記入
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	補助対象車両に関する情報
	メーカー名／車名種類
	

	
	事業着手(予定)年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	事業完了(予定)年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	購入・リースの別
	購　入　・　リース

リース期間（　　年　　月から　　年　　月まで）

	
	用途
	乗用・貨物・乗合・その他（　　　　）

	
	使用の本拠地
	

	補助金に
関する情報
額
＋
⑥
	① 車両本体価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	② ５年間相当のメンテナンス費等を含む車両の導入に必要な経費
	円

	
	③ 導入車両と同規模・同等仕様のディーゼル車両を同条件で導入するのに必要な経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	④ 国補助金
	円

	
	⑤ 県補助額（交付上限40,000千円）
（②－③－④）×1/2
	円

	
	⑥ 補助額計（④＋⑤）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	⑦ 事業者負担額（②－⑥）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円



（注）この様式は補助を受けようとする車両ごとに１枚作成すること。
（別紙様式１　燃料費用）

補助対象事業の概要〔予定〕
	申請者
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	
	担当者連絡先
	

	所有者
	事業者名
	

	
	住所
	

	使用者
	事業者名
	

	
	住所
	

	補助対象車両に関する情報
	メーカー名／車名種類
	

	
	初度登録年月
	令和　　　年　　　月

	
	車両登録ナンバー
	神戸・姫路　XXX　Y　ZZ-ZZ

	
	使用の本拠地
	

	
	県の車両導入費補助金の交付状況
	左記補助金を　受けている　・　受けていない

	補助金に
関する情報
額
＋
⑥
	① 水素充填実績（支払総額）（予定）
	円


	
	② 水素充填実績（充填量総量）（予定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	kg


	
	③ 県補助額（交付上限額は下部記載）（予定）
	円

	
	④ 事業者負担額（①－③）（予定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円



（注）この様式は補助を受けようとする車両ごとに１枚作成すること。
交付上限額
　ＦＣ大型トラック・・・2,400千円／年
　ＦＣ小型トラック・・・  960千円／年

　
（別紙様式２）
令和　　年　　月　　日
兵庫県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 事業主体 ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　名　  称
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

燃料電池バス・トラック導入促進補助事業に係る消費税及び地方消費税の取扱いについて（報告）
　令和　年度 燃料電池バス・トラック導入促進補助事業の実施にあたり、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の申告及び納税等の状況について下記のとおり報告します。
記
　区分欄のうち該当する番号に○を記入の上、当該〔　〕書にその内容を記入願います。
また、３の場合は、理由等を具体的に記載してください。　　　　　　　　　　　
	区　　　　　分
	補助事業手続き上の留意事項

	１　免税事業者
	　消費税等相当額を含め補助金の交付を申請し、交付を受けることが可能です。

	２　課税事業者
（消費税等の申告にあたり、課税仕入れに係る消費税額を控除するもの）
	　補助金交付申請時に、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額して申請する必要があります。

	
	２－１　基準期間の課税売上高１，０００万円超

	
	２－２　課税事業者選択届出書提出
　　　　　　　　　　　　〔届け出期間　令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日〕

	
	２－３　新設法人　　　〔資本又は出資の額　　　　　　　　　　万円〕

	３　その他
　　理由等記載

	　当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を含め補助金交付の決定がなされた場合には、①実績報告を行うに当たり、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかであればこれを減額して報告する必要があります。
　②又、実績報告の提出後に消費税等の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額を報告の上、速やかに返還する必要があります。


（ 参 考 ）
○　次のいずれかに該当する場合、消費税等の確定申告及び納税の必要があります。
　　①　基準期間における課税売上高が１，０００万円を超える場合
　　②　①以外で税務署あて「消費税課税事業者選択届出書」を提出している場合
　　③　新設法人であり、資本又は出資の額が１．０００万円を超える場合
　○　消費税等の確定申告で仕入れ税額控除により還付税額が発生するなど、補助事業により交付した補助金に係る消費税等相当額が、仕入れ税額控除対象となった場合には、補助事業に要する経費と認められません。
　　　当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額は、さきに補助対象から控除するか、又はこれを含めて交付された場合には返還していただく必要があります。
· 本報告は、消費税等の申告・納税状況を確認させていただくことにより、補助事業の適正な執行を図ることを目的としています。
（別紙様式３　ＦＣ小型トラック用）

補助対象事業の概要〔確定〕
	申請者
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	
	担当者連絡先
	

	貸与先
※リース契約の場合のみ記入
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	補助対象車両に関する情報

	メーカー名／車名種類
	

	
	事業着手年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	事業完了年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	購入・リースの別
	購　入　・　リース

リース期間（　　年　　月から　　年　　月まで）

	
	用途
	乗用・貨物・乗合・その他（　　　　）

	
	使用の本拠地
	

	補助金に
関する情報
額
＋
⑥
	① 車両本体価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	② ６年間相当のメンテナンス費等を含む車両の導入に必要な経費
	円

	
	③ 導入車両と同規模・同等仕様のディーゼル車両を同条件で導入するのに必要な経費　　　　　　　　　　　　　　　　
	円


	
	④ 国補助金
	円

	
	⑤ 県補助額（交付上限12,500千円）
（②－③－④）×1/2
	円

	
	⑥ 補助額計（④＋⑤）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	⑦ 事業者負担額（②－⑥）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円



（注）この様式は補助を受ける車両ごとに１枚作成すること。
（別紙様式３　ＦＣ大型トラック用）
補助対象事業の概要〔確定〕
	申請者
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	
	担当者連絡先
	

	貸与先
※リース契約の場合のみ記入
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	補助対象車両に関する情報

	メーカー名／車名種類
	

	
	事業着手年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	事業完了年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	
	購入・リースの別
	購　入　・　リース

リース期間（　　年　　月から　　年　　月まで）

	
	用途
	乗用・貨物・乗合・その他（　　　　）

	
	使用の本拠地
	

	補助金に
関する情報
額
＋
⑥
	① 車両本体価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	② ５年間相当のメンテナンス費等を含む車両の導入に必要な経費
	円

	
	③ 導入車両と同規模・同等仕様のディーゼル車両を同条件で導入するのに必要な経費　　　　　　　　　　　　　　　　
	円


	
	④ 国補助金
	円

	
	⑤ 県補助額（交付上限40,000千円）
（②－③－④）×1/2
	円

	
	⑥ 補助額計（④＋⑤）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円


	
	⑦ 事業者負担額（②－⑥）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円



（注）この様式は補助を受ける車両ごとに１枚作成すること。

（別紙様式３　燃料費用）

補助対象事業の概要〔確定〕
	申請者
	事業者名
	

	
	住所
	

	
	業種
	

	
	担当者連絡先
	

	所有者
	事業者名
	

	
	住所
	

	使用者
	事業者名
	

	
	住所
	

	補助対象車両に関する情報
	メーカー名／車名種類
	

	
	初度登録年月
	令和　　　年　　　月

	
	車両登録ナンバー
	神戸・姫路　XXX　Y　ZZ-ZZ

	
	使用の本拠地
	

	
	県の車両導入費補助金の交付状況
	左記補助金を　受けている　・　受けていない

	補助金に
関する情報
額
＋
⑥
	① 水素充填実績（支払総額）
	円


	
	② 水素充填実績（充填量総量）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	kg



	
	③ 県補助額（交付上限額は下部記載）
	円

	
	④ 事業者負担額（①－③）
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	円



（注）この様式は補助を受けようとする車両ごとに１枚作成すること。
（注）補助金に関する情報は、「水素充填実績報告」（別紙）の「★交付申請額の計算」シートの数値を記入

交付上限額
　ＦＣ大型トラック・・・2,400千円／年
　ＦＣ小型トラック・・・  960千円／年

（別紙様式４　ＦＣトラック用）
事前着手承認申請書
令和　　年　　月　　日
兵庫県知事　様
（ 事業主体 ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　  称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　　　　　　　　　　

　　燃料電池バス・トラック導入促進補助事業について、燃料電池バス・トラック導入促進補助事業補助金（トラック導入費支援）公募要領第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり提出します。
　　なお、本件について交付決定がなされなかった場合においても、異議は申し立てません。
記
１　補助対象車両
２　使用の本拠地
３　補助事業の対象となる経費
４　着手予定年月日
　　　令和　　　年　　　月　　　日
５　完了予定年月日
　　　令和　　　年　　　月　　　日
６　事前着手を必要とする理由
（別紙様式４　燃料費用）
事前着手承認申請書
令和　　年　　月　　日
兵庫県知事　様
（ 事業主体 ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　  称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　　　　　　　　　　

　　燃料電池バス・トラック導入促進補助事業について、燃料電池バス・トラック導入促進補助事業補助金（燃料費価格差支援）実施要領第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり提出します。
　　なお、本件について交付決定がなされなかった場合においても、異議は申し立てません。
記
１　補助対象車両
２　使用の本拠地
３　補助事業の対象となる経費
４　着手予定年月日
　　　令和　　　年　　　月　　　日
５　完了予定年月日
　　　令和　　　年　　　月　　　日
６　事前着手を必要とする理由
（別紙様式５　ＦＣトラック用）
事前着手承認通知書
第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
（補助事業者名）
様
兵庫県知事　　　　　　　　　　
　令和　　年　　月　　日付けで提出のあった燃料電池バス・トラック導入促進補助事業の事前着手承認申請については、燃料電池バス・トラック導入促進補助事業補助金（トラック導入費支援）公募要領第７条第２項の規定に基づき、下記の条件を附しこれを承認する。
記
１　補助事業の交付決定がない場合には、事業費は全額事業主体側の負担とする。
２　補助金交付決定通知前において、天災地変等の事由によってすでに実施した事業に損失が生じた場合、これらの損失は補助事業者側の負担とする。
３　補助金交付決定通知書の補助対象経費が事前着手承認申請書に記載する補助事業の対象となる経費に達しないときにおいても、異議の申立てが出来ない。
（別紙様式５　燃料費用）
事前着手承認通知書
第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
（補助事業者名）
様
兵庫県知事　　　　　　　　　　
　令和　　年　　月　　日付けで提出のあった燃料電池バス・トラック導入促進補助事業の事前着手承認申請については、燃料電池バス・トラック導入促進補助事業補助金（燃料費価格差支援）実施要領第６条第２項の規定に基づき、下記の条件を附しこれを承認する。
記
１　補助事業の交付決定がない場合には、事業費は全額事業主体側の負担とする。
２　補助金交付決定通知前において、天災地変等の事由によってすでに実施した事業に損失が生じた場合、これらの損失は補助事業者側の負担とする。
３　補助金交付決定通知書の補助対象経費が事前着手承認申請書に記載する補助事業の対象となる経費に達しないときにおいても、異議の申立てが出来ない。
